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し、高度成長を続けてきた。1979 年から 2004 年の間に ＧＤＰ（国













図表 1－2 のように、中国の ＧＤＰ の年成長率は、1998 年 7.8%、
1999 年 7.1%、 2000 年 8.0%、2001 年 7.3% 、2002 年 8.0％、2003






また、2008 年の北京オリンピックと 2010 年上海の万博の原因で、





































一、 低賃金労働力  
 図表 1－３は、東アジアの賃金を比較したものである。日本・中国


















日本 293,100 円 2,720 
韓国 1,601,500 ウォン 1,416 









5,907 バーツ 156 
International Labour Office,  
"Yearbook of Labour Statistics 2001" 
WDB;"World Development Indicators" 
       
  
 7



























































出所：『 Data Show Foreign Direct Investment Climbed Sharply In 2005』、 UNCTAD 
三、 1998 年から実施された積極的財政政策 
1998 年、中国の経済発展はこれまでにない複雑な国内環境に直面し
た。１）アジア金融危機の影響を受けて、中国の輸出が難しくなり、
                                                  







































































                                                  





































図表 1－7：主要国の ＧＤＰ 当たりの研究開発費の推移 
 

















































































っている。2005 年 1 年間だけのデータを見ると、中国と各国の貿易摩
擦が激化したことが分かれる。2005 年 1 年間で計 18 の国と地域が、
中国に対し調査金額で 21 億ドルに相当する 63 件の調査を行った。EU
と米国は、対中貿易救済調査が依然として多く、関連金額も 14 億 8 千
ドルと、全体の金額の 7 割を占めた。さらに、EUと米国は、反ダンピ
ング規定の適用に関し、より厳格である。アジア、アフリカ、南米の
発展途上国は、対中貿易救済調査が頻繁で、2005 年の 1 年間で救済調
















                                                  













































なかった。このことが原因で 2007 年 10 月までに、8 割以上のベンチ
ャー投資会社が破綻するか中国から撤退するかの二者択一を迫られた
6。一方で、2005 年 10 月から 2007 年 10 月までのわずか２年間のうち






                                                  
 






















































































































































































図表 2－6：知識変換 SECI モデル 
 




































            図表 2－7：知識資産 
      


















              図表 2－8：場 
 










共同化の「場」を Originating Ba と呼称しているが、それはファミ
リー関係に近い親密なものであるとされる。逆に言えば、愛とか信頼
とかで表現される緊密な人間関係が共同化には必要とされる。 




連結化の「場」は Systematizing Ba と呼ばれ、サイバー・スペース
などもこの「場」として成立する。 




























































































































































































































11 小集団研究所辞典  小集団研究所編  人間の科学者  Ｐ２１７  

























                                                  
13 伊原久光  1999 年「テキスト経営学」ミヌルヴァ書房  Ｐ243 
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16 中村学園大学  柳沢  さおり講師  












フォロワーの意欲・満足度については、PM 型＞M 型＞P 型＞pm 型の
順に低くなる。また、集団の生産性については、短期的にはPM 型＞P 型





17 Misumi ＆  Seki: 1971 Effects of achievement motivation on the effectiveness 
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期的な成果をもたらしたが、リーダーの具体的な行動を示唆するもの






























































②：説得的リーダーシップ   
こちらの考えを説明し、疑問に応える（タスク志向・人間関係ともに
高いリーダーシップ）→部下が成熟度を高めてきた場合 
                                                  


















































                                                  
24 坂田  淳  2003年「ビジョン創造を目指すリーダシップの開発」  高知工科大
学  学位論文  P66 
25「リーダーシップ研究の変遷」Works 2001 8・9 月号  Ｐ７  
26 Jay A.Conger /Rabindra N.Kanungo 1988 “Charismatic Leadership”片
柳佐智子＋山村宣子＋松本博子＋鈴木恭子  1999 年｢カリスマ的リーダーシッ















た。更にリ ダ 、リーダーに必須のー ーの特性やスキルにも焦点を当て
能力として「対人態度」と「高いエネルギーレベル」を挙げている。 
 
  リーダーシップ マネジメント 
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3章 研究課題と分析フレームワーク  
効であったのか、を分析する。こうした分析を通じ、今後、中国企
ダーシップを心がけていくことが重要な





























































































第4章 現代中国企業経営の変遷と課題  
米国のドラッガ－が「今後、経営にとって知識は唯一の有効な資源
である」（『ポスト資本主義社会』，Ｐ．20）と言ってから多くの時間が











































































































図表 4－ 1：計画経済における企業間取引図  
 
中 央 配 分 機 関 
中 央 計 画 機 関 
管  管  轄 官 庁 ・部 轄 官 庁 ・部
消 費 企 業  供 給 企 業  
供 給 単 位  
（弱い影響力） 
指 令  
指 令  指 令  
指 令  報 告
報 告報 告
報 告
国    民  
財の流れ 情報の流れ 
 出所：「ロシア経済・経営システムの研究  ソ連邦・ロシア企業・産業分析」 



























































1976 年 1 月文革期には穏健派の中心だった周恩来が死亡し、その死を






























































































































































































































4-2-2 社会主義市場経済（1992 年～  ）  
1992 年以降、再び改革開放が推し進められ、経済成長は一気に加速
し、辺境都市や内陸のすべての省会（省人民政府所在地）と自治区首
府を開放した。さらに 15 箇所の保税区（関税特恵地域）、49 箇所の国



















































































































































































ンキングでの中国は 94 年に 34 位、98 年に 21 位まで増長したが、99














        図表 4－２：国の競争力 (総合評価 )の推移  
     














           図表 4－3：知識経営の 7 要素 
上させ、その付加価値を高めていくことを目的
       















































出所：『経営戦略―創造性と社会性の追求』有斐閣（ 1997）大滝精一著と  
















































































海外企業 総数 発明 割合（％） 地上企業 総数 発明 割合（％）
松下電器 5,738 5,060 88.2 海爾集団 2,125 42 2
ソニー 4,977 4,001 80.4 華為 456 225 49.3
サムソン 4,781 4,712 98.6 長虹集団 273 31 11.4
中興 239 135 56.5
シーメンス 3,014 2,896 96.1 聯想集団 213 11 5.2
東芝 2,515 2,302 91.5 TCL集団 145 23 15.9
モトローラ 2,268 1,949 85.9 江蘇新科 78 1 1.3
(出所)　中国知的財産権局データベース。
フィリプス 3,357 2,937 87.5
NEC 2,750 2,720 98.9 海信集団 203 10 4.9
IBM 2,287 2,218 97.1 清華同方 79 21 26.6






















































































    図５－１ 長江デルタの範囲（略図） 
済圏。中国全面

















































現 在 、 上 海 市 は 15区 及 び ５ 県 か ら な っ て お り 、 総 面 積  
6340.5ｋ m２ で 、 そ の 内 市 区 面 積 が 2057ｋ m２ で 、 郊 外 地  
域 の 面 積 は 4284ｋ m２ で あ る １ ） ２ ） 。 上 海 市 は 中 国 の 経  












































































営難に陥ったが、90 年後半まで QC 活動や、厳しい検品などにより、
ほぼ順調に成長し、OEM(受託生産)方式に専念して経営を続けている。












         図 5－3 日本からの対中直接投資  
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出所：日中投資促進機構 HP より  








































































































































































































































































年 4 月に上海市ソフトウェア企業の資格を取得した。2001 年 10 月ハ











だと認識した。そして、マツダの Greg Hunter をヘッドハンティング
し、設計監督の職を担当させた。また、Audi 会社などから一人のドイ
ツ人と二人の日本人をスカウトし、管理層を充実させた。さらに、2002





































































































も、力を注いでいった。2002 年 8 月には、子会社として同捷教育研修
学院を設立し、これをてこに社内従業員教育に力をいれていった。特
















































































































いては、前述したように、600 名従業員のうち 100 名以上は比較的




らの 7 年間のうちに、資本金は、120 万元から 6880 万元に達し、従





2002 年 8 月には、子会社として同捷教育研修学院を設立し、これをて
こに社内従業員教育に力をいれていった。特に従業員全員への工場現





































































































































































































研修を重視し、2006 年 10 月時点で、600 名従業員のうち 90%以上に工
場での業務経験
いる。また、キーパーソンの外部からの移入に力を注いだ点につい
ては、前述したように、600 名従業員のうち 100 名以上は比較的著名
な専門家、うち欧米人 11 名、日本人 3 名という組織構成にも現れてい
る。また、2002 年から、中国本土の数十社の自動車部品製造企業と連













































































































































































































































































































































































39）日本総合研究所 KM TOTAL SOLUTION 
http://www.jri.co.jp/consul/cluster/data/bss/KMS.pdf 
40）Thomas，Ｈ．Davenport Answers to Frequently Asked Questions． 
 http://www.bus.utexas.edu/kman/answers.htm 
41）「中国情報局」 http://www.searchina.ne.jp/ 
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